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1 一般会計実質収支及び単年度収支の推移（百万円）

実質収支 単年度収支
百万円

　　1　一般会計実質収支及び単年度収支の推移　　



4,885 
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6,682 
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6,494 
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4 一般会計当初予算額の推移

中企預託等除く予算 中小企業預託金 府費移管分億円

最大(R3)

府費教職員給与費移管(H29)

（一次＋二次）

2　一般会計当初予算額の推移
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1,268 1,100 911 773 653 498 387 345 320 
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7,116 7,173 
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7,719 
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5 一般会計決算額の推移

中企預託等除く決算 中小企業預託金 府費移管分

最大(R2)

億円

府費教職員給与費移管(H29)

3　一般会計決算額の推移
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6 「特別の財源対策」の推移（当初予算ベース）

市庁舎整備基金からの借入れ 公債償還基金からの借入れ・取崩し 行政改革推進債 給与カット その他

※平成元年度から４年度にかけて将来の元利償還金を一括で交付税措置
されたものを公債償還基金に積み立て、市債の償還に応じて取り崩すべき
ところ、財源不足に対応するため一括で取り崩した39億円を含む。

公債償還基金からの借入
（実質取崩し）

億円

R3、4年度の給与カットは災害対応
のため、特別の財源対策ではない

特別の財源対策はH13以来、

公債償還基金取崩しはH21以来のゼロ

調整債

調整債

調整債

その他のうち15億円は

土地取得特別会計からの繰入

（H15年度繰入分を繰延）

4ｰ1　「特別の財源対策」の推移（当初予算ベース）
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7 「特別の財源対策」の推移（決算ベース）

市庁舎整備基金からの借入れ 公債償還基金からの借入れ・取崩し 行政改革推進債 給与カット その他

※平成元年度から４年度にかけて将来の元利償還金を一括で交付税措置されたものを公債償還基金に積み立て、

市債の償還に応じて取り崩すべきところ、財源不足に対応するため一括で取り崩した39億円を含む。

公債償還基金からの借入れ
（実質取崩し）

億円

公債償還基金

の取崩し

(R4)特別の財源対策はH13以来、

公債償還基金取崩しはH23以来のゼロ

調整債

調整債

その他のうち15億円は

土地取得特別会計からの繰入

（H15年度繰入分を繰延）

4ｰ2　「特別の財源対策」の推移（決算ベース）



 　　※億円未満を四捨五入しているため、合計の一致しない箇所がある。
 　　※R6年度は決算見込み、R7年度は予算額を反映させたもの

8　公債償還基金残高の推移（決算）
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借入れ・取崩し累計

基金残高

実際の残高

(億円)
公債償還基金は、あるべき残高2,468億円に対し、425億円

（17％）を取り崩しており、実際の残高は2,044億円（演算差は四捨五入によるもの）

(見込)(予算)

＜公債償還基金からの借入の返済＞

R3年度2月補正 187億円

R5年度9月補正 35億円

R6年度当初 10億円

R6年度9月補正 25億円

R7年度当初 10億円

取崩し累計額404億円

借入れ累計額21億円

5　公債償還基金残高の推移（決算ベース）
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9 財政調整基金残高の推移（決算）

交付税減額精算

退職手当調整分

その他（災害等対応分など）

9,452

(見込)(予算)

※R6年度見込は2月補正反映後の予算額、

R7年度予算は当初予算額

（百万円）

9,436

15,298

2,064

10,493

18,477

8,429

6　財政調整基金残高の推移（決算ベース）
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13 一般財源収入の推移（当初予算ベース）
市税

地方交付税・臨財債

地方譲与税・府税交付金

その他一財収入（市庁舎整備基金借入等を除く）

億円

市税

地方交付税

臨財債

地方譲与税

府税交付金

市税最高R7

交付税最高H12
※臨財債除く

R4：新型コロナの影響による減収を回避
R5：地方交付税の増額により、116億円の増収を達成
R6：市税収入の増などにより、R5を更新（下記重複する42億円を除く）
R7：市税収入の更なる増などにより、R6の過去最高を更新

（前年度比＋157億円 ＋3.4％）

（3,907）

交付税＋臨財債
最高H15

（3,966）

（3,885）
（3,895）

（3,820）

（ ）は府費負担教職員移管の影響を除いた額

（3,969）

（4,093）
（4,205）

第一次編成で財政調整基金に積み立て、第

二次編成において取り崩して活用した42億円

は重複して計上されている

（4,320）

7ｰ1　一般財源収入の推移（当初予算ベース）
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14 一般財源収入の推移（決算ベース）

市税

地方交付税・臨財債

地方譲与税・府税交付金

その他一財収入（市庁舎整備基金借入等を除く）
億円

※繰越金や市庁舎整備基金借入、公債償還基金借入等を除く。

（Ｒ５）市税過去最高

（3,932）

地方譲与税

府税交付金

地方交付税

臨財債

市税

（3,880）
（3,952）

（3,981）

（ ）は府費負担教職員移管の影響を除いた額
（4,214）

交付税＋臨財債

ピークH15

交付税ピークH12
※臨財債除く

（4,094）

（Ｒ３）一財収入過去最高

（4,212）

7ｰ2　一般財源収入の推移（決算ベース）
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個人市民税
法人市民税
固定資産税
その他

億円 15 市税収入の推移（当初予算ベース）

＜宿泊税の状況＞
H30予算：19億円 R4予算： 15億円
R元予算：42億円 R5予算： 36億円
R2 予算：42億円 R6予算： 48億円
R3 予算：16億円 R7予算： 59億円 R6

府費負担教職員移管分除く
R7市税 過去最高を更新

R7固定 過去最高を更新

府費負担教職員の移管分
除く個人ピークH4

法人ピークH2

過去最大の減収幅
H5→H6

個

人

法

人

固

定

そ
の
他

H30個人市民税率の変更
（府費教職員給与費移管）

（2,612）

（2,724）（2,703）

（2,581）

（ ）は府費負担教職員移管の影響を除いた額 （2,752）

（2,842）（2,904）

（3,048）

8ｰ1　市税収入の推移（当初予算ベース）
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個人市民税

法人市民税

固定資産税

その他

億円 16 市税収入の推移（決算ベース）

個

人

法

人

固

定

そ
の
他

法人ピーク H元

府費負担教職員の移管分

除く個人ピーク H3

固定過去最高 R5

＜宿泊税の状況＞
H30決算：15億円 R3決算：16億円

R元決算：42億円 R4決算：30億円
R2 決算：13億円 R5決算：52億円

H30市民税率の変更
（府費教職員給与費移管）

市税過去最高 R5

（2,673）

（2,770）

（2,672）

（ ）は府費負担教職員移管の影響を除いた額

（2,738）

（2,830）

（2,907）

8ｰ2　市税収入の推移（決算ベース）
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17 地方交付税・臨時財政対策債の推移（当初予算ベース）
地方交付税 臨時財政対策債 臨財債の率

億円
三位一体の改革による税源移譲を実施
交付税改革は大都市に厳しい見直し
（H15→H20 全国平均△24％、京都市△39％）

[ ]は府費負担教職員移管の影響を除いた額

867

883

807

684

812

674
665

611
584

H13の制度創設以来、初めて
臨時財政対策債の発行額がゼロに

9ｰ1　地方交付税・臨時財政対策債の推移（当初予算ベース）



1,148 

1,043 

1,029 973 879 
958 803 

679 662 664 

654 

640 

610 
578 533 503 473 

648 614 598 
549 

716 

616 
658 

80 
184 

333 

238 

184 

162 

147 

138 
215 

394 409 
415 474 456 391 

340 

455 
435 

332 

311 

341 

236 157 

1,148 
1,123 

1,214 

1,306 

1,117 
1,142 

965 
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0.0%

7.1%

15.2%

25.5%

21.3%

16.1%
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地方交付税 臨時財政対策債 臨財債の率

地方交付税＋臨時財政対策債のピークH15
億円

○ピーク時との比較（教職員移管分除く）
総額 H15 1,306億円→R5 672億円(△634億円、△49％)
交付税H12 1,148億円→R5 515億円(△633億円、△55％)

地方交付税のピークH12 財源不足額基礎方式導入H22
(H25にかけて臨財債が段階的に拡大）

億円

905

757

866

[ ]は府費負担教職員移管の影響を除いた額
< >は臨時財政対策債の発行可能額

695

R5交付税再算定に伴う追加交付 ＋30億円

（うち、国経済対策分 ＋ 9億円）

1,015

18 地方交付税・臨時財政対策債（実収入額）の推移（決算ベース）

693

<470>

672

9ｰ2　地方交付税・臨時財政対策債（実収入額）の推移（決算ベース）



1,355 
1,708 

2,035 
2,054 

2,097 
2,088 

1,841 

1,912 
2,024 

2,119 
2,112 

2,129 

2,178 

2,207 

2,513 

2,700 

2,675 

2,729 
2,854 

2,892 
3,003 

3,008 

3,001 

3,105 
3,136 

3,208 
3,221 

3,263 

3,512 

3,595 
404 

510 

820 686 719 628 
599 590 

599 595 631 579 491 490 

491 
493 468 484 456 450 

519 481 571 531 509 
650 587 662 

554 546 

265 

580 

289 
637 450 

404 
383 359 

390 
568 565 570 699 872 

1,417 
1,173 

1,175 
1,047 922 845 612 489 447 428 389 

2,412 

1,627 1,607 

1,554 
1,291 

1,163 

1,599 

1,637 
1,442 1,477 

1,380 

1,322 1,217 
1,272 

1,319 1,362 
1,298 

1,165 
1,127 

1,058 974 954 939 926 951 924 
835 800 806 861 

770 

678 666 
735 

863 

584 

755 

707 733 728 
709 

671 680 
619 

630 619 607 588 
601 

592 
570 563 590 607 665 

569 

1,227 

1,300 

1,305 

1,260 

1,164 

1,373 

1,312 

1,325 
1,291 

719 

714 

798 824 857 

793 

770 757 
780 

816 820 891 931 776 

772 
713 700 717 766 834 

799 

780 851 890 812 

862 

827 900 
1,035 1,070 

515 

604 

775 822 852 

873 

908 953 
867 

855 848 833 844 866 

844 
842 847 861 864 868 

850 

848 
874 879 873 

940 

890 904 

902 919 

5,004 

6,470 

7,062 
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7,180 

6,874 

6,494 
6,468 

6,552 

6,902 
6,957 

6,909 
6,896 
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7,465 

7,381 
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7,504 
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7,840 

10,005 
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21 行政目的別内訳の推移（予算）

社会福祉費 保健衛生費 産業経済費 都市建設費 教育文化費 消防費その他 公債費
億円

社会福祉費

保健衛生費

産業経済費

都市建設費

教育文化費

消防費
その他

公債費

10ｰ1　行政目的別内訳の推移（当初予算ベース）



1,339 
1,694 

2,040 

2,167 

2,001 
2,063 

1,906 

1,953 

2,018 

2,089 

2,052 

2,114 

2,176 
2,271 

2,526 

2,617 

2,646 

2,692 

2,815 

2,872 

2,979 

3,012 

2,931 

3,034 

3,162 
3,517 

3,382 
3,614 370 

492 

832 762 
694 594 

557 586 594 545 625 543 461 486 
452 460 457 427 

439 430 
474 522 609 520 

524 

719 
666 

536 

235 

621 

418 425 
372 333 

319 
405 

516 566 563 571 766 

1,275 

1,415 1,340 1,171 987 850 752 583 468 426 422 

1,934 

2,357 

1,636 1,575 

1,211 

1,609 

1,824 1,672 

1,551 1,483 
1,337 

1,253 
1,242 1,232 1,251 1,241 

1,574 

998 

1,092 934 
885 

881 866 887 836 774 779 719 

785 

767 

686 641 

546 

693 

735 695 

649 
674 

651 653 
616 605 606 572 

561 595 

570 
567 

555 
557 599 666 

556 
1,182 1,266 1,286 

1,262 

1,175 

1,345 1,320 

749 

771 

805 843 

876 
837 

785 752 
794 838 855 854 

953 838 

797 
727 

711 
720 748 795 

753 

810 844 857 

2,213 

1,126 

865 971 

512 

634 

789 800 

833 
853 

887 931 
866 841 835 813 

822 842 

823 
835 

841 
852 855 859 

833 

916 863 866 

866 
927 

885 892 

4,963 

6,514 

7,443 7,364 

6,975 6,838 

6,441 6,532 6,646 6,716 6,787 6,708 

7,313 7,304 

7,673 
7,480 

7,265 
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22 行政目的別内訳の推移（決算）

社会福祉費 保健衛生費 産業経済費 都市建設費 教育文化費 消防費その他 公債費
億円

社会福祉費

保健衛生費

産業経済費

都市建設費

教育文化費

消防費
その他

公債費

10ｰ2　行政目的別内訳の推移（決算ベース）



1,040 1,294 1,427 
1,457 1,446 

1,430 
1,337 1,276 1,255 1,262 

1,270 1,272 
1,277 

1,216 
1,185 

1,150 
1,138 1,116 

1,086 1,102 1,106 
1,682 

1,683 
1,663 

1,648 
1,618 1,606 

1,563 
1,660 

1,656 

777 
882 1,050 

1,068 
1,023 

1,039 
1,080 

1,184 
1,284 1,381 

1,392 
1,405 

1,429 
1,472 

1,717 
1,870 

1,857 
1,895 

1,912 1,959 2,003 

2,056 2,118 2,172 2,165 
2,285 2,245 2,288 2,522 

2,597 

497 
588 

758 801 838 858 892 938 852 839 833 818 826 849 
833 832 839 852 855 859 841 

841 865 871 866 932 884 896 
896 910 

897 

1,328 

1,435 1,107 1,282 961 845 796 858 927 965 880 728 693 
717 580 539 599 651 705 680 

672 
870 862 774 611 656 694 

724 699 

1,089 

1,466 

1,485 1,880 1,670 1,621 
1,385 1,343 1,297 

1,467 1,454 1,478 1,642 1,778 
2,335 2,161 2,134 2,030 1,995 

1,905 1,700 

1,491 
1,456 1,484 1,471 

3,608 

2,859 2,905 
2,780 2,584 

705 

913 

907 885 921 
965 

955 931 1,006 
1,025 1,043 1,055 993 932 

901 
872 874 873 897 974 

948 
927 

853 892 915 

949 

954 969 
1,034 1,129 

5,004 

6,470 

7,062 
7,198 7,180 

6,874 
6,494 6,468 6,552 

6,902 6,957 6,909 6,896 6,940 

7,687 
7,465 7,381 7,366 7,395 7,504 

7,277 
7,669 7,845 7,944 7,840 

10,005 

9,204 9,315 
9,616 9,575 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

H元 5 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4 5 6 7

23 経費性質別内訳 の推移（予算ベース）

給与費 扶助費 公債費 投資的経費 物件費その他 繰出金・積立金億円

給与費

扶助費

公債費

扶助費

投資

繰出金

積立金

公債費最大(H15)

給与費最大(H30)

扶助費最大(R7)

投資最大(H10)

中小企業融資制度預託金

R2：290億円→R3：2,300億円

（R4:1,530億円、R5:1,500億円、R6:1,440億円、R7:1,160億円）

物件費

他

第一次編成で財政調整基金に積み立て、第二次編成において

取り崩して活用する42億円は、重複して計上されている。

11ｰ1　経費性質別内訳の推移（当初予算ベース）



1,066 
1,301 1,423 1,425 1,421 1,431 1,347 1,271 1,272 1,301 1,326 1,276 1,294 1,206 1,188 1,166 1,151 1,087 1,093 1,090 1,087 

1,673 
1,668 

1,647 
1,628 

1,583 
1,572 

1,522 

759 
906 

1,059 
1,098 1,023 1,070 

1,131 1,251 1,309 
1,340 1,351 1,409 

1,442 1,531 
1,720 1,797 1,840 1,855 1,886 1,954 1,976 

2,038 
2,063 2,110 2,175 2,578 

2,436 
2,601 

505 

615 
765 791 825 846 880 923 856 832 826 805 814 833 815 829 834 845 848 852 827 

911 857 860 860 
922 

880 887 

814 

1,337 

1,769 1,459 1,309 1,056 887 858 874 840 888 781 741 695 
781 576 444 564 608 664 593 

613 830 786 692 
637 

655 718 

978 

1,482 

1,519 
1,587 

1,481 
1,443 

1,255 1,311 1,359 1,405 1,392 1,421 1,640 
2,142 

2,259 2,262 
2,085 1,906 1,870 1,756 1,649 

1,485 
1,459 1,437 

4,508 3,810 

2,934 2,771 

840 

872 

907 1,004 
916 

991 
940 919 977 999 1,003 1,016 

1,383 
896 

910 851 
910 860 869 946 

884 

964 842 866 

883 
1,060 

988 1,050 

4,963 

6,514 

7,443 7,364 
6,975 6,838 

6,441 6,532 
6,646 6,716 6,787 6,708 

7,313 7,304 
7,673 7,480 

7,265 7,116 7,173 7,261 
7,015 

7,682 7,719 7,705 

10,746 
10,589 

9,464 9,548 
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24 経費性質別内訳の推移（決算ベース）

給与費 扶助費 公債費 投資的経費 物件費その他 繰出金等
億円

給与費

○給与費は、29年度から、府費負担教職員給与費の影響で大幅に増加。
○R5年度の扶助費は、H元年度（759億円）の3.4倍（過去最大）となっている。

H28までで最大(H13)

公債費最大(H15)

扶助費最大(R5)

給与費最大(H29)

投資最大(H10)

公債費

投資

物件費

他

繰出金

積立金

中小企業融資制度預託金

R元：320億円→R2：1,790億円→R3：2,212億円

→R4：1,515億円→R5：1,458億円a

扶助費

11ｰ2　経費性質別内訳の推移（決算ベース）



4,473 

5,772 

6,357 

7,190 

7,871 

8,340 

8,856 

9,141 

9,586 

9,764 

9,772 

9,663 

9,681 

9,728 

9,726 

9,769 

9,832 

9,804 

9,817 

9,651 

9,473 

9,259 

9,081 

8,949 

8,858

8,635

8,604 

8,553 

8,604 

8,420 

8,252 

8,077 

7,948 

7,788 

81 266 
598 835 

1,026 
1,188 

1,331 
1,454 

1,640 

1,997 

2,362 

2,728 
3,147 

3,531 

3,840 

4,083 

4,416 

4,707 

4,871 

4,985 

5,101 

5,098 

5,007 
4,839 

4,568 

4,473 

5,772 

6,357 

7,190 

7,871 

8,340 

8,856 
9,141 
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10,260 
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10,755 
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11,814 
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12,200 
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12,789 

12,941 
13,050 
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13,350 13,084 
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41 一般会計 市債残高の推移（決算ベース）
一般会計残高(臨財債を除く) 臨時財政対策債

※億円未満を四捨五入しているため、合計の一致しない箇所がある。

臨時財政対策債を除いた実質市債残高は着実に減少

ピーク時（H20 9,832億円）から 2,044億円減(△20.8％)

H17 旧京北町から
町債92億円を承継

臨財債除く残高のピークH20

億円

臨財債発行開始（H13）以来、
初めて臨財債含みの残高が縮減

（見込）（予算）

全体の残高ピーク

R2

H8以来7,000億円台

12　一般会計　市債残高の推移（決算ベース）



483 
546 518 

613 642 657 652 
589 

487 

577 

434 441 464 435 
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508 
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516 415 487 

421 390 389 

74 

170 

329 
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215 
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435 
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171 

92 
422 
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億円 43 一般会計 市債発行額の推移（当初予算ベース）

臨時財政対策債

臨時財政対策債以外

財政非常事態宣言

（13年10月）

平安建都1200年 H6

地下鉄東西線（醍醐～二条）

建設事業

昭和63年度～平成9年度

※億円未満を四捨五入しているため、合計の一致しない箇所がある。

制度発足以降初の臨財債新規発行額０

13-1　一般会計　市債発行額の推移（当初予算ベース）



689 

569 
514 

603 
551 

602 
633 651 
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416 402 380 
415 

468 442 
409 

494 483 498 
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418 389 

81 

185 
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147 138 

215 

394 

409 415 474 
456 

391 
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455 
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332 311 

341 
236 

157 92 

281 
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億円
44 一般会計 市債発行額の推移（決算ベース）

臨時財政対策債

臨時財政対策債以外

財政非常事態宣言
（13年10月）

地下鉄東西線（醍醐～二条）

建設事業

昭和63年度～平成9年度

平安建都1200年 H6

国の経済対策に呼応し、2月補正で
補正予算債等約157億円を追加計上

（見込）（予算）

※億円未満を四捨五入しているため、合計の一致しない箇所がある。

制度発足以降初の臨財債新規発行額０

13-2　一般会計　市債発行額の推移（決算ベース）



9,586

9,764

9,772

9,663

9,681

9,728

9,726

9,769

9,832

9,804

9,817

9,651
9,473

9,259
9,081

8,949
8,858

8,635
8,604

8,553
8,604

8,420
8,252

8,077
7,948

7,788

20,928
20,951

20,957
20,674

20,508
20,361
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48 市民１人当たり実質市債残高（決算ベース）
千円

億円

全会計（臨財債含む）市民１人当たり残高

全会計（臨財債除く）市民１人当たり残高

一般会計（臨財債含む）市民１人当たり残高

一般会計（臨財債除く）市民１人当たり残高

実質市債残高（全会計・一般会計）

（見込） （予算）

14　市民１人当たり実質市債残高の推移（決算ベース）
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15-1　財政健全化法における「実質公債費比率」の推移（％）

早期健全化基準　25.0％
財政再生基準　　35.0％
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将来負担比率の推移（％）
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15-2　財政健全化法における「将来負担比率」の推移（％）

早期健全化基準　400％

H29年度から教職員給与費移管の影響を受け、
京都市及び他政令市で比率が減少


